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表紙

第61回  定 時 株 主 総 会

招 集 ご 通 知
　

・インターネット又は書面によって議決権をご行使い
ただけます。

証券コード：9057

　

日　　時

場　　所

決議事項

2026年６月24日（水曜日）
午前10時

静岡県袋井市高尾1129-1
袋井新産業会館キラット
あきはホール（２階）
TEL 0538-31-2961

第１号議案　取締役５名選任の件
第２号議案　監査役１名選任の件
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株主各位

証券コード　9057
2026 年6月1日

株 主 各 位
静 岡 県 袋 井 市 木 原 ２ ２ 番 地 の １

代表取締役社長 金 原 秀 樹

当社ウェブサイト　https://www.enshu-truck.co.jp/
（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「ＩＲ情報」「株主総会」
を順に選択いただき、ご確認ください。）

東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第61回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第61回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご案内申し上げます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）に
ついて電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイトに「第61回定時株主
総会招集ご通知」として掲載しておりますので、以下のウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認
くださいますようお願い申し上げます。

電子提供措置事項は、上記ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイトにも掲
載しておりますので、以下の東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）にアクセスして、
銘柄名（会社名）または証券コードを入力・検索し、「基本情報」、「縦覧書類／ＰＲ情報」を
選択のうえ、ご確認くださいますようお願い申し上げます。

なお、当日ご出席されない場合は、インターネットまたは書面により議決権を行使することがで
きますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、2026年６月23日（火曜日）午後
５時までに議決権を行使してくださいますようお願い申し上げます。

－ 1 －
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株主各位

１．日 時 2026年６月24日（水曜日）午前10時
２．場 所 静岡県袋井市高尾1129-1

袋井新産業会館キラット　あきはホール（２階）
※裏表紙のご案内図をご参照ください。

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第61期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査
結果報告の件

２．第61期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）
計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案
第２号議案

取締役５名選任の件
監査役１名選任の件

４．招集にあたっての決定事項
１．電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令及び当社定款第

15条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載してお
ります。
①業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
②連結注記表
③個別注記表
したがいまして、当該書面に記載している事業報告、連結計算書類及び計算
書類は、会計監査人が会計監査報告を、監査役が監査報告を作成するに際し
て監査をした対象書類の一部であります。

［インターネットによる議決権行使の場合］
　当社指定の議決権行使ウェブサイト（https://www.web54.net）にアクセスしていただき、画面
の案内に従って、議決に対する賛否をご入力ください。
　インターネットによる議決権行使に際しましては、「インターネットによる議決権行使のご案内」
をご確認くださいますようお願い申し上げます。

［郵送による議決権行使の場合］
　議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、上記の行使期限までに到着するようご返送
ください。

敬　具

記

－ 2 －
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株主各位

２．インターネットによる方法と議決権行使書と重複して議決権を行使された場
合は、インターネットによる議決権行使を有効なものといたします。また、
インターネットによる方法で複数回議決権を行使された場合は、最後に行わ
れたものを有効なものといたします。

３．ご返送いただいた議決権行使において、各議案につき賛否の表示をされない
場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申
し上げます。

◎なお、電子提供措置事項に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト及び東証ウ
ェブサイトにその旨、修正前の事項及び修正後の事項を掲載させていただきます。

－ 3 －
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議決権行使についてのご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申し
上げます。
議決権を行使する方法は、以下の3つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネットで議決権を
行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提
出ください。

議決権行使書用紙に議案に対する賛
否をご表示のうえ、ご返送くださ
い。

次ページの案内に従って、議案の賛
否をご入力ください。

日　時 行使期限 行使期限

2026年６月24日（水曜日）
午前10時

2026年６月23日（火曜日）
午後５時到着分まで

2026年６月23日（火曜日）
午後５時入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。

第１号議案

◦ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印

◦ 一部の候補者を
反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

第２号議案

◦ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 反対する場合 「否」の欄に〇印

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※議決権行使書用紙はイメージです。

見 本

書面（郵送）およびインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。また、イ
ンターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。

－ 4 －
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議決権行使についてのご案内

インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コードおよびパスワードを入力することなく議決権行
使ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※‌�QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。1
議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

見 本
見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

「パスワード」
を入力
実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　９：00～21：00）

－ 5 －
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取締役選任議案

候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所 有 す る

当社の株式数

１

さわ
澤

 

　
だ
田

 

　
くに
邦

 

　
ひこ
彦

(1957年６月４日生)

    1981年    3 月 当社入社
    1986年    5 月 同取締役
    1991年    5 月 同常務取締役
    1996年    6 月 同代表取締役常務取締役営業本部長
    1998年    4 月 同代表取締役専務取締役営業本部長
    2001年    6 月 同代表取締役社長
    2007年    6 月 同代表取締役社長 社長執行役員
    2009年    6 月 同代表取締役社長 社長執行役員営業本部長
    2013年    6 月 同代表取締役社長 社長執行役員

2023年    6 月 同代表取締役会長(現任）

219,647株

【取締役候補者とした理由】
澤田邦彦氏は、長年当社の経営を牽引し、豊富な経験と識見により今後も当社の企業価値向上に資
する貢献が見込まれることから、取締役候補者としたものであります。

２

きん
金

 

　
ぱら
原

 

　
ひで
秀

 

　
き
樹

(1960年12月27日生)

    1991年    12月 当社入社
    2004年    6 月 同取締役横浜営業所長
    2007年    6 月 同執行役員関東事業部長
    2010年    6 月 同執行役員本社事業部長
    2013年    6 月 同執行役員(中国事業担当)
    2015年    6 月 同取締役常務執行役員営業本部長兼営業戦

略室長
    2016年    3 月 同取締役常務執行役員営業本部長兼西日本

事業部長兼営業戦略室長
    2016年    6 月 同取締役常務執行役員営業本部長兼営業戦

略室長
    2017年    10月 同取締役常務執行役員営業本部長

2023年    6 月 同代表取締役社長 社長執行役員営業本部
長（現任）

23,852株

【取締役候補者とした理由】
金原秀樹氏は、物流事業における豊富な経験と識見をもとに、当社経営の中核を担っており、今後
も当社の企業価値向上に資する貢献が見込まれることから、取締役候補者としたものであります。

株主総会参考書類

第１号議案　取締役５名選任の件
取締役全員５名は本総会終結の時をもって任期満了となりますので、あらためて取締役５名の選任

をお願いするものであります。
取締役候補者は次のとおりであります。

－ 6 －
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取締役選任議案

候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所 有 す る

当 社 の 株 式 数

３

く
久

ぼ
保

た
田

 

　
 

　
 

　
たけし
健

(1961年７月９日生)

    1985年    4 月 株式会社住友倉庫入社
    2011年    7 月 株式会社住友倉庫事業推進部次長
    2011年    11月 Rabigh Petrochemical Logistics 

Deputy General Manager
    2015年    6 月 当社常務執行役員管理本部長兼経営企画部長
    2017年    10月 同常務執行役員管理本部長兼経営企画部長

兼システム部長
    2018年    6 月 同取締役常務執行役員管理本部長兼経営企

画部長兼システム部長
    2020年    6 月 同取締役常務執行役員管理本部長兼経営企

画部長（現任）

－株

【取締役候補者とした理由】
久保田健氏は、株式会社住友倉庫において海外子会社の経営や経営企画部門に携わり、当社におい
ては常務執行役員管理本部長として管理本部を統括するなど、豊富な経験を有しており、今後も更
なる貢献が見込まれることから取締役候補者としたものであります。

４

さい
斉

 

　
とう
藤

 

　
 

　
 

　
かおる
薫

(1952年12月21日生)

    1976年    4 月 遠州鉄道株式会社入社
    2005年    6 月 同取締役
    2013年    6 月 同代表取締役社長
    2017年    6 月 遠州開発株式会社代表取締役社長（現任）
    2020年    6 月 当社社外取締役（現任）
    2021年    12月 浜松商工会議所 会頭（現任）
    2022年    6 月 遠州鉄道株式会社代表取締役会長
    2024年    6 月 同相談役（現任）

100株

（重要な兼職の状況）
浜松商工会議所 会頭
遠州鉄道株式会社 相談役
遠州開発株式会社 代表取締役社長

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
斉藤薫氏は、静岡県西部を代表する運輸企業の経営者として、豊富な経験と高い見識を有していま
す。同氏の知見は、当社の企業価値向上に貢献すると見込まれることから社外取締役候補者とした
ものであります。なお、同氏の当社社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって6年
となります。

－ 7 －
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取締役選任議案

候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所 有 す る

当 社 の 株 式 数

５

やま

山
 

　
もと

本
 

　
まさ

正
 

　
ゆき

幸
(1969年9月17日生)

1992年    4 月 スズキ株式会社入社
1999年    4 月 弁護士登録（静岡県弁護士会）

まどか法律事務所入所
2003年    4 月 同法律事務所パートナー
2014年    4 月 静岡県弁護士会副会長
2014年    6 月 当社社外監査役
2019年    7 月 まどか法律事務所代表弁護士（現任）
2022年    6 月 当社社外取締役（現任）
2026年    4 月 静岡県弁護士会会長（現任）

－株

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
山本正幸氏は、弁護士として企業法務に関する専門的な知識・経験を有しており、当社の社外監査
役及び社外取締役としての在任期間を通じて、独立した立場から的確な意見を述べ、その職責を果
たしていただいております。同氏は過去、直接経営に関与した経験はありませんが、上記理由によ
り、今後も社外取締役としての職責を適切に遂行いただけるものと判断しております。なお、同氏
の当社社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって4年となります。

（注）１．久保田健氏の当社の親会社である株式会社住友倉庫における過去10年間の略歴は上記のとおりで
あります。

２．斉藤薫氏は、遠州鉄道株式会社の相談役及び遠州開発株式会社の代表取締役であります。当社は、両
社及び遠州鉄道グループ各社と物品購入等の取引がありますが、これらの直近の事業年度における取
引額は当社連結売上高の1％未満と僅少であり、独立性に影響を与えるものではないと判断しており
ます。
山本正幸氏は、まどか法律事務所代表弁護士であり、当社は同氏と顧問契約を締結しておりますが、
顧問料は僅少であり、独立性に影響を与えるものではないと判断しております。
その他の候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

３．斉藤薫、山本正幸の両氏は社外取締役候補者であります。なお、当社は両氏を社外取締役として、株
式会社東京証券取引所の定める独立役員として届け出ております。両氏の再任が承認された場合に
は、引き続き両氏を独立役員とする予定であります。

４．当社は、社外取締役として有用な人材を迎えることができるよう、現行定款において、業務執行取締
役等でない取締役との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、任務を怠ったことによる当社への
損害賠償責任を一定の範囲に限定する契約を締結できる旨を定めております。これに基づき、当社
は、斉藤薫氏及び山本正幸氏との間で当該責任限定契約を締結しており、両氏の再任が承認された場
合、当該契約を継続する予定であります。なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第
425条第１項に定める最低責任限度額であります。

５．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、
被保険者が負担することになる法律上の損害賠償金や争訟費用等の損害を当該保険契約により塡補す
ることとしております。各候補者は、当該保険契約の被保険者に含められることとなります。また、
次回更新時には同内容での更新を予定しております。

－ 8 －
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監査役選任議案

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略 歴 、 地 位 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所 有 す る

当 社 の 株 式 数
　※

あら

荒　
かわ

川
 

　
まさ

昌　
や

也
(1966年3月8日生)

1990年４月 株式会社住友倉庫入社
2017年７月 同社横浜支店次長兼輸出営業課長
2020年６月 同社監査部長
2024年６月 同社経理部長（現任）

－株

【監査役候補者とした理由】
荒川昌也氏は、株式会社住友倉庫における経歴から、監査役候補者としたものであります。同社に
おいて監査部門や経理部門に携わり、今後は関係会社を監督する立場となることから、当社業務の
監査に関する適切な助言、提言が期待できるものと判断しております。

第２号議案　監査役1名選任の件
監査役　本間誠司氏は、本総会終結の時をもって辞任されます。つきましては、新たに監査役1名

の選任をお願いするものであります。
候補者荒川昌也氏は本間誠司氏の補欠者として、その任期は当社定款の定めにより前任者の任期の

満了時までとなります。
なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は次のとおりであります。

（注）１．※印は新任の監査役候補者であります。
２．荒川昌也氏の当社の親会社である株式会社住友倉庫における現在の地位及び過去10年間の略暦は上

記のとおりであります。なお、荒川昌也氏は、同社の人事異動により、2026年６月25日付で関連事
業部長に就任予定であります。

３．監査役との責任限定契約について
当社は、監査役として有用な人材を迎えることができるよう、現行定款において、監査役との間で会
社法第427条第１項の規定に基づき、任務を怠ったことによる当社への損害賠償責任を一定の範囲に
限定する契約を締結できる旨を定めております。
これに基づき、当社は、荒川昌也氏の選任が承認された場合、同氏との間で当該契約を締結する予定
であります。
なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第1項に定める最低責任限度額で
す。

４．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、
被保険者が負担することになる法律上の損害賠償金や争訟費用等の損害を当該保険契約により塡補す
ることとしており、荒川昌也氏の選任が承認された場合は、当該保険契約の被保険者となります。
また、次回更新時には同内容での更新を予定しております。

－ 9 －
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（ご参考）役員の構成

氏名 役職 企業
経営 営業

現場オ
ペレー
ション

ESG・
サステ
ナビリ
ティ

財務・
会計

人事・
労務

法務・
コンプ
ライア
ンス・
監査

澤田 邦彦 代表取締役 〇 〇 〇 〇

金原 秀樹 代表取締役 〇 〇 〇 〇

久保田 健 取締役 〇 〇 〇 〇 〇

斉藤 　薫 社外取締役 〇 〇

山本 正幸 社外取締役 〇

佐野 明人 常勤監査役 〇 〇 〇

荒川 昌也 監査役 〇 〇 〇

小林 　充 社外監査役 〇 〇 〇

嶋口 ゆかり 社外監査役 〇 〇

（ご参考）役員の構成
本株主総会終結後の役員（予定）が有する専門性・経験は以下のとおりです。

（注）上表は各取締役及び各監査役が有する専門性・経験の全てを表したものではありません。
以上

－ 10 －
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事業の状況

（ 2025年 ４月 １日から
2026年 ３月31日まで ）
事　 業　 報　 告

１．企業集団の現況
⑴　当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
当事業年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善などにより景気は緩やかな持ち直し

の動きが見られる一方で、米国の通商政策の影響による景気下振れ懸念に加え、中東情勢による
エネルギー問題や日中関係の不安定化などによる影響の懸念等もあり、景気の先行きは依然とし
て不透明な状況にあります。

物流業界におきましては、燃料費の高止まりや、乗務員の時間外労働の上限規制の強化などに
より従前どおりの運行が難しくなるなど、経営環境は厳しい状況が続いております。

このような状況のもと、当社グループにおきましては、インターネット通販向け輸送業務が伸
び悩んだものの、一般貨物の取扱拡大に努めたこと、輸送用機器向けの部品の取扱が増加したこ
となどから当事業年度の営業収益（売上高）は499億47百万円（前期比2.7％増）となりまし
た。

利益面におきましては、人件費及び外注費増加分の転嫁が進捗せず、営業利益は31億8百万円
（前期比4.1％減）、経常利益は31億9百万円（前期比6.1％減）、親会社株主に帰属する当期純
利益は22億57百万円（前期比5.5％減）となりました。

部門別の営業収益の状況は次のとおりです。
物流事業の営業収益は497億76百万円（前期比2.7％増）となりました。その内訳は、輸送部

門が367億49百万円（前期比2.1％増）、倉庫部門が130億27百万円（前期比4.4％増）となり
ました。

その他（不動産事業等）は1億70百万円（前期比16.1％増）となりました。

－ 11 －
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事業の状況

部 門 主 要 な 事 業 内 容
営 業 収 益

金 額 前 期 比 構 成 比

輸 送 部 門 一般貨物自動車運送事業、貨物運送取
扱事業 36,749百万円 102.1％ 73.6％

倉 庫 部 門 寄託貨物の保管、入出庫取扱、物流加
工業務等の事業 13,027 104.4 26.1

そ の 他 部 門
宅地並びに建売住宅等の販売、マンション・
店舗・住宅等建物の賃貸、仲介等の事業
太陽光発電による売電事業

170 116.1 0.3

計 49,947 102.7 100.0

部門別事業内容及び営業収益

②　設備投資の状況
当連結会計年度の設備投資の総額は28億74百万円であります。その主要なものは、基幹シ

ステムの再構築、静岡県浜松市における新倉庫の建設及び既設建物を活用した太陽光発電設備
の取得などであります。

③　資金調達の状況
当連結会計年度の所要資金につきましては、自己資金、借入金により賄っており、増資ある

いは社債発行等、特記すべき資金調達は行っておりません。

④　重要な組織再編等の状況
該当事項はありません。

－ 12 －
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直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題、主要な事業内容、主要な営業所、使用人の状況、主要な
借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

項　　目
第58期 第59期 第60期 第61期

(当連結会計年度)
2022年４月～

2023年３月
2023年４月～

2024年３月
2024年４月～

2025年３月
2025年４月～

2026年３月
営 業 収 益 （百万円） 44,813 46,940 48,631 49,947
営 業 利 益 （百万円） 3,178 2,615 3,239 3,108
経 常 利 益 （百万円） 3,241 2,678 3,312 3,109
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 （百万円） 2,284 2,045 2,390 2,257

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 （ 円 ） 306.08 274.00 319.96 302.14
総 資 産 （百万円） 35,812 39,304 40,078 39,764
純 資 産 （百万円） 20,148 21,536 23,204 24,722

⑵　直前３事業年度の財産及び損益の状況

（注）１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数から期中平均自己株式数を控除した株式数を用いて算出
しております。

⑶　重要な親会社及び子会社の状況
①　親会社の状況

イ．親会社との関係
　当社の親会社は株式会社住友倉庫で、当社の株式4,527千株（議決権比率61.1％）を保有
しております。
　当社は同企業グループ内で、東海、南関東地域を地盤とする物流会社として親会社のパー
トナー企業に位置付けられ、運送、倉庫業務において協業体制を構築する関係にあります。

ロ．親会社との取引に関する事項
（イ）当社は親会社との間で運送業務、倉庫業務をそれぞれ受託するとともに委託しておりま

す。受託業務については運送・倉庫収入が、委託業務については傭車料・外注費・地代家
賃等の支払いが、それぞれ発生しております。
　当社は当該取引に当たって、当社の利益を害することのないよう、その取引条件は他の
取引先と同様、経済合理性に基づき適正に決定しております。また、親会社との現在の取
引は、金額、内容において、当社の経営上、重大な影響を受けるものではありません。

（ロ）当社の取締役会は、現在、取締役５名（うち社外取締役２名）、監査役４名（うち社外
監査役２名）で構成されており、このうち独立役員として４名を選任しております。親会
社との重要な取引は、これらの役員で構成される取締役会における多面的な議論を経て決
定しており、一定の独立性は保持されているものと認識しております。

－ 13 －



株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

2026/05/15 11:11:27 / 25303587_遠州トラック株式会社_招集通知_電子提供措置用

直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題、主要な事業内容、主要な営業所、使用人の状況、主要な
借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主 要 な 事 業 内 容

株 式 会 社 藤 友 物 流 サ ー ビ ス 50,000千円 100％ 運 送 ・ 倉 庫 業

遠 州 ト ラ ッ ク 関 西 株 式 会 社 20,000 100 運 送 ・ 倉 庫 業

小 笠 運 送 株 式 会 社 10,000 100 運 送 業

ハ．親会社と締結している重要な財務及び事業の方針に関する契約等
　親会社と当社の間には、事業活動を行ううえでの承認事項等、当社の重要な財務及び事業
の方針に関する特段の制約はありません。当社は当社独自の経営判断で事業活動や経営上の
決定を行っており、親会社からの一定の独立性が確保されているものと考えております。

②　重要な子会社の状況

（注）当社の連結子会社は上記の３社であります。

⑷　対処すべき課題
　当社は2026年度を初年度とする５年間の中期経営計画を本年３月に公表いたしました。この
５事業年度の間に330億円の事業投資を行い、新しい物流サービスに挑戦し、事業領域を拡大す
ることで、計画最終年度となる2030年度の営業収益を610億円、営業利益を40億円とする計画
としております。この中期経営計画を実現するため、以下の施策に取り組んでまいります。
　第一に、様々なモノやサービスの価格が高騰しているなか、運輸・倉庫業においては運賃や作
業料などの価格への転嫁が不十分な状況にあります。乗務員等の時間外労働の上限規制の適用に
伴う構造的な変化や、慢性的な労働力不足が懸念されるなか、適正な価格転嫁を推進するととも
に労働力確保に向けた賃上げを積極的に行い、物流サービスの安定供給に努めてまいります。
　第二に、乗務員不足で困難になる長距離輸送の問題を解決するため、中継輸送をさらに推進し
てまいります。当社は、関東・関西の中間に拠点をもつ立地を活かして、乗務員が日帰り運行で
きる環境の構築を目指しており、業界に先駆けて中継拠点を設置いたしました。この中継輸送
(e-change）プラットフォームを活かした物流サービスを東北、九州を始めとした各地とも接続
させることで、乗務員不足で困難になる長距離輸送の問題解決に努めてまいります。
　次に、当社がこれまで取り組んできた化学品や食品などの共同配送による業務の効率化や、
EC（電子商取引）関連の強化を図るべく、協力会社とのネットワークを更に拡充するととも
に、輸送能力の増強を図ってまいります。
　続いて、調達物流を進化させ、顧客企業に最適な物流サービスを提供してまいります。顧客企
業の製造拠点近くに物流施設を設け、顧客が各サプライヤーから調達する部品を当社の輸送ネッ

－ 14 －
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直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題、主要な事業内容、主要な営業所、使用人の状況、主要な
借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

トワークを活かして効率的に集めるとともに、顧客の要望にあわせたセット組みや多頻度適時輸
送を行います。物流の合理化・外注化を進める企業に向けて、高品質の物流サービスを提供する
とともに、今後も事業の拡大に向けて取り組んでまいります。
　上記事業戦略の推進に向けて投資を行い、先端技術の積極的な導入を図ります。具体的には、
DX（デジタルトランスフォーメーション）の進展に対応できるよう基幹システムを再構築する
とともに、自動搬送ロボット等の導入を進め、作業環境の改善や省人化を図ってまいります。ま
た、地球にやさしい物流に取り組むべく、中継輸送や共同配送の推進とともに車両の電動化・自
動運転化の進展に合わせて、顧客と共同して導入に取り組んでまいります。
　一方、管理面におきましては、人的資本価値を高めるための投資として従業員の健康保持・増
進に取り組むべく、健康経営を推進するとともに従業員の処遇や職場環境の改善を積極的に行い
ます。また、コーポレート・ガバナンスの強化を進め、経営管理体制の充実に一段の努力を払っ
てまいる所存です。

⑸　主要な事業内容（2026年３月31日現在）
一般貨物自動車運送事業、貨物運送取扱事業、倉庫業及び不動産業

名 称 所 在 地
本 社 事 業 部 静 岡 県 袋 井 市
西 日 本 事 業 部 浜 松 市 中 央 区
関 東 事 業 部 東 京 都 港 区

⑹　主要な営業所（2026年３月31日現在）
①　当社
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直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題、主要な事業内容、主要な営業所、使用人の状況、主要な
借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

名 称 本 社 所 在 地
株 式 会 社 藤 友 物 流 サ ー ビ ス 浜 松 市 中 央 区
遠 州 ト ラ ッ ク 関 西 株 式 会 社 大 阪 府 摂 津 市
小 笠 運 送 株 式 会 社 静 岡 県 菊 川 市

②　子会社

事   業   区   分 使　用　人　数 前連結会計年度末比増減

物 流 事 業 1,328名 16名増

そ の 他 （ 不 動 産 事 業 等 ） 2 1名減

全 　 社 （ 共 通 ） 48 －

合　　　　計 1,378 15名増

使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

1,122名 28名増 44歳4か月 9年0か月

⑺　使用人の状況（2026年３月31日現在）
①　企業集団の使用人の状況

（注）使用人数は就業員数であり、嘱託及びパートタイマーは含んでおりません。

②　当社の使用人の状況

（注）使用人数は就業員数であり、嘱託及びパートタイマーは含んでおりません。

借 入 先 借 入 額
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 2,038百万円
株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 1,964
株 式 会 社 静 岡 銀 行 1,900
静 岡 県 信 用 農 業 協 同 組 合 連 合 会 797

⑻　主要な借入先の状況（2026年３月31日現在）

⑼　その他企業集団の現況に関する重要な事項
　特記事項はありません。

－ 16 －



2026/05/15 11:11:27 / 25303587_遠州トラック株式会社_招集通知_電子提供措置用

株式の状況、新株予約権等の状況

①　発行可能株式総数 17,600,000株
②　発行済株式の総数 7,546,000株（自己株式72,469株を含む）
③　株主数 7,409名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
株　式　会　社　住　友　倉　庫 4,527千株 60.6％
澤　田　邦　彦 219千株 2.9％
遠　州　ト　ラ　ッ　ク　従　業　員　持　株　会 178千株 2.4％
株　式　会　社　商　工　組　合　中　央　金　庫 169千株 2.3％
有　限　会　社　ス　リ　ー　ナ　イ　ン 131千株 1.8％
日　本　生　命　保　険　相　互　会　社 100千株 1.3％
株　式　会　社　静　岡　銀　行 87千株 1.2％
株　式　会　社　三　井　住　友　銀　行 85千株 1.1％
MSIP　CLIENT　SECURITIES 64千株 0.9％
静　岡　県　信　用　農　業　協　同　組　合　連　合　会 60千株 0.8％

株式の種類及び数 交付された役員の員数
取締役（社外取締役を除く） 当社普通株式1,020株 1名

２．会社の現況
⑴　株式の状況（2026年３月31日現在）

④　大株主（上位10名）

（注）持株比率は自己株式（72,469株）を控除して計算しております。

⑤　当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に交付した株式の状況

⑵　新株予約権等の状況
　該当事項はありません。
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会社役員の状況、会計監査人の状況、剰余金の配当等の決定に関する方針

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況
取 締 役 会 長
（ 代 　 表 　 取 　 締 　 役 ） 澤 田 邦 彦

取 締 役 社 長
（ 代 　 表 　 取 　 締 　 役 ） 金 原 秀 樹 社長執行役員営業本部長

取 締 役 久 保 田 　 　 　 健 常務執行役員管理本部長兼経営企画部長

取 締 役 斉 藤 　 薫 浜松商工会議所 会頭
遠州開発株式会社 代表取締役社長

取 締 役 山 本 正 幸 弁護士
常 勤 監 査 役 佐 野 明 人
監 査 役 本 間 誠 司 株式会社住友倉庫 関連事業部長
監 査 役 小 林 　 充 東海澱粉株式会社 社外監査役
監 査 役 嶋 　 口 　 ゆ か り 公認会計士

執 行 役 員 小林　秀行 管理本部副本部長兼業務部長
執 行 役 員 鈴木　隆幸 総務部長兼経営企画部付部長
執 行 役 員 二橋　　智 内部監査室長
執 行 役 員 早川　貴久 システム部長
執 行 役 員 川口　大介 eコマース事業部長
執 行 役 員 横山　直彦 本社事業部長兼営業戦略室長

⑶　会社役員の状況
①　取締役及び監査役の状況（2026年３月31日現在）

（注）１．取締役　斉藤薫及び山本正幸の両氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
２．監査役　小林充及び嶋口ゆかりの両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
３．取締役　斉藤薫及び山本正幸並びに監査役　小林充及び嶋口ゆかりの各氏は、株式会社東京証券取引

所の定めに基づく独立役員であります。
４．常勤監査役　佐野明人氏は、財務会計に明るく、当社入社後は子会社において中国現地法人の経営を

管理し、当社においては内部監査室長に就任するなど、財務及び会計に関する相当程度の知見を有し
ております。

　　監査役　嶋口ゆかり氏は、公認会計士・税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度
の知見を有しております。

５．当社は第43期より執行役員制度を導入しております。取締役兼務者を除く執行役員は次のとおりで
あります。
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会社役員の状況、会計監査人の状況、剰余金の配当等の決定に関する方針

②　当事業年度中の監査役の異動
・2025年6月19日開催の第60回定時株主総会において、本間誠司氏は監査役に新たに選任

され就任いたしました。
・2025年開催の第60回定時株主総会終結の時をもって、竹本伸一氏は辞任により監査役を

退任いたしました。
③　責任限定契約の内容の概要

　当社と各社外取締役及び各監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、任務を怠っ
たことによる損害賠償責任を限定する契約を締結しております。なお、当該契約に基づく損
害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。

④　役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　当社は会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で
締結しております。当該保険契約者の範囲は当社並びに「１．(3) ②重要な子会社の状況」
に記載の株式会社藤友物流サービス、遠州トラック関西株式会社及び小笠運送株式会社の取
締役及び監査役（当事業年度中に在任していた者を含む。）であり、保険料は事業規模に応
じて各社が按分して負担しております。当該保険契約の内容の概要は、被保険者が、その職
務の執行に関し責任を負うことまたは当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ず
ることのある損害を当該保険契約により保険会社が填補するものであり、１年毎に更新して
おります。

⑤　取締役及び監査役の報酬等
イ．取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
　当社は、2021年2月25日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係
る決定方針（以下、決定方針という。）を決議し、その後、業績連動報酬及び譲渡制限付株
式報酬の導入に伴い、同年6月22日開催の取締役会において、決定方針を変更いたしまし
た。その概要は次のとおりであります。なお、監査役の報酬体系は、固定報酬である金銭報
酬のみで構成し、各監査役の報酬等は監査役の協議により決定する方針としております。

（イ）基本方針
　当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機
能する報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準
とすることを基本方針とする。具体的には、取締役（社外取締役を除く。）の報酬体系
は、固定報酬と業績連動報酬から成る金銭報酬及び株式報酬で構成し、社外取締役の報酬
体系は、固定報酬である金銭報酬のみで構成する。
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会社役員の状況、会計監査人の状況、剰余金の配当等の決定に関する方針

（ロ）各報酬等の算定方法等の決定に関する方針
　取締役（社外取締役を除く。）に支給する報酬等のうち、月例の固定報酬である金銭報
酬は、役位及び職責等に応じ、経営環境及び経済情勢等を総合的に勘案して決定するもの
とする。一方、社外取締役に支給する固定報酬である金銭報酬は、経営環境及び経済情勢
等を総合的に勘案して決定する。
　業績連動報酬である金銭報酬は、当社の掲げる運輸安全マネジメント目標の達成を条件
に、当社グループの業績向上のインセンティブとなるよう連結営業収益及び連結営業利益
を業績指標として採用しており、当該指標の目標値に対する達成度合いに応じて支給額が
変動する。目標となる業績指標とその値は、中期経営計画と整合するよう計画策定時に設
定し、適宜、環境の変化に応じて指名・報酬委員会の答申を踏まえて見直しを行うものと
する。全取締役に支給する金銭報酬に関する報酬等の総額は、固定報酬及び業績連動報酬
を合わせて、月額15百万円以内とする。
　非金銭報酬である株式報酬については、譲渡制限付株式報酬制度を導入しており、当社
の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを付与するとともに、株主と一層の価値
共有を進めることを目的として、役位及び職責等に応じて定めた金額に相当する数の譲渡
制限付株式を支給する。譲渡制限付株式の譲渡制限期間は、割当日から当社の取締役その
他当社取締役会で定めるいずれの地位も喪失する日までの間とし、割当てを受けた取締役
が譲渡制限期間中に法令、当社の内部規程または譲渡制限付株式割当契約に重要な点で違
反したと取締役会が認めた場合等において、当社は割り当てた株式を無償で取得する。
　譲渡制限付株式に関する報酬等の総額は、年額50百万円以内とする。
　上記の取締役報酬等の支給時期及び個人別配分等については、原則として株主総会終了
後に開催する取締役会で決議し、金銭報酬は以降１年間毎月支給し、株式報酬は当該任期
期間内に支給することとする。

（ハ）各報酬等の支給割合の決定に関する方針
　各報酬等の割合は、当社と同程度の事業規模や関連する業種・業態に属する企業をベン
チマークとする報酬水準を踏まえ、上位の役職位ほど業績報酬の割合が高まる構成とし、
指名・報酬委員会において検討を行う。取締役会及び取締役会の委任を受けた取締役社長
は、指名・報酬委員会の答申の内容を尊重し、当該答申で示された種類別の範囲内で取締
役の個人別の報酬等の内容を決定することとする。各個人の報酬等の総額に対する支給割
合は、役位及び職責等により異なるものの、概ね固定報酬が８割、業績連動報酬が１割、
株式報酬が１割とすることを目安にしている。また、社外取締役の報酬等は、固定報酬で
ある金銭報酬のみで構成されており、全額が固定報酬である。
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会社役員の状況、会計監査人の状況、剰余金の配当等の決定に関する方針

（ニ）各報酬等の決定手続きに関する事項
　取締役の個人別報酬等の決定に際しては、社外取締役の適切な関与・助言を得ることに
より報酬等の決定手続きの客観性や透明性を一層高めるため、取締役会のもとに任意の諮
問機関として社外取締役が過半数を占める指名・報酬委員会を設置している。同委員会
は、取締役の個人別報酬等に関する事項の取締役会における審議に先立ち、当該事項の原
案について審議を行い、その結果を取締役会に答申する。
　これを踏まえ、金銭報酬については、支給額の最終的な決定を取締役社長に一任する
旨、譲渡制限付株式については、取締役（社外取締役を除く。）に対して割り当てる旨を
取締役会においてそれぞれ決議し、金銭報酬の支給額は取締役社長が最終決定することと
する。

ロ．取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
　取締役の金銭報酬の額は、1995年6月29日開催の第30回定時株主総会において、月額
15百万円以内（ただし、使用人兼務取締役の使用人部分を含まない。）と決議しておりま
す。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は９名（うち、社外取締役は0名。）です。
また、当該金銭報酬とは別枠で、2021年6月22日開催の第56回定時株主総会において、株
式報酬の額を年額50百万円以内、株式数の上限を30,000株以内（社外取締役は付与対象
外。）と決議しております。当該定時株主総会終結時点の取締役（社外取締役を除く。）の
員数は３名です。
　監査役の金銭報酬の額は、2020年6月19日開催の第55回定時株主総会において月額4百
万円以内と決議しております。当該定時株主総会終結時点の監査役の員数は5名です。

ハ．取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項
　当社では、取締役の報酬等のうち金銭報酬については、取締役会の委任決議に基づき代表
取締役社長金原秀樹が取締役の個人別の報酬額の具体的内容を決定しております。
　その権限の内容は、各取締役の固定報酬及び各取締役（社外取締役を除く。）の業績連動
報酬の額の決定であり、当該権限を委任した理由は、当社全体の業務を俯瞰しつつ各取締役
の評価を行うのは代表取締役社長が最も適していると判断したためであります。
　取締役会は、当該権限が代表取締役社長によって適切に行使されるよう、任意の諮問機関
である指名・報酬委員会に当該報酬の原案を諮問し、同委員会から答申を得ることとしてお
ります。なお株式報酬については、指名・報酬委員会の答申を得た後、取締役会で取締役
（社外取締役を除く。）に対して割り当てる株式数を決議することとしております。
　取締役会は、当期に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の決定方法及び決定さ
れた報酬等の内容が、決定方針または同方針策定以前に定めた報酬等に関する方針と整合し
ていることを確認しており、各方針に沿うものであると判断しております。
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会社役員の状況、会計監査人の状況、剰余金の配当等の決定に関する方針

役員区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数

（名）基本報酬 業績連動
報酬等

譲渡制限付
株式報酬

取締役
（うち社外取締役）

96
（13）

93
（13） － 2

（－）
5

（2）
監査役

（うち社外監査役）
23

（8）
23

（8） － － 5
（2）

合　計 119
（21）

116
（21） － 2

（－）
10

（4）

ニ．当事業年度に係る報酬等の総額等

（注）1.　当事業年度末現在の取締役は５名、監査役は４名であります。監査役の人員が上記人員と相違してお
りますのは、2025年6月19日開催の第60回定時株主総会終結の時をもって辞任した監査役１名が含
まれているためであります。

2.　業績連動報酬等として取締役（社外取締役を除く。）に対して、業績指標の目標値に対する達成度合
いに応じて支給金額が変動する金銭報酬を支給することとしております。業績連動報酬等は、連結営
業収益及び連結営業利益を業績指標として採用するとともに、当社の掲げる運輸安全マネジメントの
目標の達成を支給の条件としております。前事業年度において、業績指標の目標値および運輸安全マ
ネジメント目標未達のため、当事業年度は業績連動報酬等を支給しておりません。

3.　非金銭報酬等として取締役（社外取締役を除く。）に対して、株式報酬を交付しております。
当該株式報酬の内容及びその交付状況は「2.（1）⑤当事業年度中に職務執行の対価として当社役員
に交付した株式の状況」に記載のとおりです。
なお、取締役のうち2名は、譲渡制限付株式報酬の交付を辞退しております。

⑥社外役員に関する事項
イ．他の法人等との兼任状況（他の法人等の業務執行者である場合）及び他の法人等の社外

役員の兼任状況
　取締役　斉藤薫氏は遠州開発株式会社の代表取締役であります。当社は、遠州開発株式会
社が運営するゴルフ場の会員（株主）であります。同氏は浜松商工会議所会頭に就任してお
りますが、当社と浜松商工会議所の間には特別の利害関係はありません。
　監査役　小林充氏は、東海澱粉株式会社の社外監査役であります。当社と同社の間には取
引関係はありません。
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会社役員の状況、会計監査人の状況、剰余金の配当等の決定に関する方針

会 社 に お
け る 地 位 氏 名 出 席 状 況 、 発 言 状 況 及 び 社 外 取 締 役 に

期 待 さ れ る 役 割 に 関 し て 行 っ た 職 務 の 概 要

取 締 役 斉 藤  薫
当事業年度に開催された取締役会16回全てに出席いたしました。主に運
輸企業の経営者としての豊富な経験と高い見識に基づき、取締役会の意
思決定の妥当性、適正性を確保するための発言を行っております。

取 締 役 山 本 正 幸
当事業年度に開催された取締役会16回全てに出席いたしました。主に弁
護士として企業法務等に関する専門知識に基づき、取締役会の意思決定
の妥当性、適正性を確保するための発言を行っております。

監 査 役 小 林 　 充
当事業年度に開催された取締役会16回全てに、また監査役会13回全てに
出席いたしました。主に長年の銀行勤務の経験による豊富な知識と見識
に基づき、取締役会及び監査役会の意思決定の妥当性、適正性を確保す
るための発言を行っております。

監 査 役 嶋  口  ゆ か り
当事業年度に開催された取締役会16回全てに、また監査役会13回全てに
出席いたしました。主に公認会計士として企業会計等に関する専門知識
に基づき、取締役会及び監査役会の意思決定の妥当性、適正性を確保す
るための発言を行っております。

ロ．当事業年度における主な活動状況

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 32百万円
当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の
合計額 32

⑷　会計監査人の状況
①　名称　　　有限責任 あずさ監査法人

②　報酬等の額

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠など
の適切性について必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたし
ました。

３．上記の他、当事業年度に前事業年度の監査に係る追加報酬１百万円を支払っております。
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会社役員の状況、会計監査人の状況、剰余金の配当等の決定に関する方針

③　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合
は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたしま
す。
　また、監査役会は上記の場合のほか、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに
該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。こ
の場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査
人を解任した旨及びその理由を報告いたします。

     

⑸　剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、株主の皆様に対する利益還元を常に念頭に置き、業績の推移、経営環境、配当性向等

を総合的に勘案しつつ、安定した配当を継続することを基本方針としております。本方針に基づ
き、剰余金の配当等を機動的に決定することができるよう、法令に別段の定めのある場合を除
き、取締役会の決議により行うことを定めております。

なお、当社は配当性向30％以上を目標に掲げております。
内部留保金につきましては、現在及び将来にわたる設備投資や経営基盤強化のために有効に活

用すべく、その充実を図っていく方針です。

（注）本事業報告に記載しています金額及び株式数は表示単位未満の端数を切り捨て、比率その他
は四捨五入により表示しております。

－ 24 －



2026/05/15 11:11:27 / 25303587_遠州トラック株式会社_招集通知_電子提供措置用

連結貸借対照表

（2026年３月31日現在）
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資  産  の  部 ）
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
営 業 未 収 入 金
電 子 記 録 債 権
販 売 用 不 動 産
仕 掛 販 売 用 不 動 産
貯 蔵 品
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産
借 地 権
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産
そ の 他　

11,259
5,528
5,040
201
26
0

26
436

△　0
28,504
24,841
10,685

680
12,943

328
23

180
1,769
158
474

1,136
1,894
322
386

1,184　

（ 負  債  の  部 ）
流 動 負 債 7,049
支払手形及び営業未払金 3,199
電 子 記 録 債 務 432
短 期 借 入 金 1,233
未 払 法 人 税 等 467
賞 与 引 当 金 305
設 備 関 係 電 子 記 録 債 務 60
そ の 他 1,351

固 定 負 債 7,991
長 期 借 入 金 6,822
退 職 給 付 に 係 る 負 債 705
資 産 除 去 債 務 99
そ の 他 364

負 債 合 計 15,041
（ 純 資 産 の 部 ）
株 主 資 本 24,605

資 本 金 1,284
資 本 剰 余 金 1,110
利 益 剰 余 金 22,261
自 己 株 式 △　51

その他の包括利益累計額 117
その他有価証券評価差額金 121
退職給付に係る調整累計額 △　4

純 資 産 合 計 24,722
資 産 合 計 39,764 負 債 ・ 純 資 産 合 計 39,764

連 結 貸 借 対 照 表
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連結損益計算書

（2025年
2026年

４月
３月

１
31

日から
日まで）

（単位：百万円）
科 目 金 額

営 業 収 益 49,947
営 業 原 価 45,554

営 業 総 利 益 4,392
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,284

営 業 利 益 3,108
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 14
補 助 金 収 入 22
受 取 保 険 金 11
保 険 配 当 金 9
そ の 他 25 83

営 業 外 費 用
支 払 利 息 72
そ の 他 9 81

経 常 利 益 3,109
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 21
投 資 有 価 証 券 売 却 益 35 56

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損 1
固 定 資 産 除 却 損 15 17

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 3,149
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 896
法 人 税 等 調 整 額 △  5 891
当 期 純 利 益 2,257
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 2,257

連 結 損 益 計 算 書
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連結株主資本等変動計算書

（2025年
2026年

４月
３月

１
31

日から
日まで）

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 期 首 残 高 1,284 1,104 20,728 △　53 23,063

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △　724 △　724
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 2,257 2,257

自 己 株 式 の 処 分 2 2
自 己 株 式 処 分 差 益 6 6
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － 6 1,533 2 1,541

当 期 末 残 高 1,284 1,110 22,261 △　51 24,605

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
退 職 給 付 に 係 る
調 整 累 計 額

そ の 他 の 包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 136 4 140 23,204

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △　724
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 2,257

自 己 株 式 の 処 分 2
自 己 株 式 処 分 差 益 6
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) △　14 △　9 △　23 △　23

連結会計年度中の変動額合計 △　14 △　9 △　23 1,518

当 期 末 残 高 121 △　4 117 24,722

連結株主資本等変動計算書
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貸借対照表

（2026年３月31日現在）
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
（ 資  産  の  部 ）
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
電 子 記 録 債 権
営 業 未 収 入 金
販 売 用 不 動 産
仕 掛 販 売 用 不 動 産
貯 蔵 品
前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 装 置
車 輌 運 搬 具
工 具 器 具 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
借 地 権
電 話 加 入 権
ソ フ ト ウ エ ア
ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
繰 延 税 金 資 産
敷 金 保 証 金
保 険 積 立 金
そ の 他　

8,659
3,581
201

4,505
26
0

22
234
87

△　0
27,200
23,080
8,468
1,021
397
100
166

12,583
322
20

1,715
114
23

468
1,109
2,403
267
662

4
308

1,040
77
41　

（ 負  債  の  部 ）
流 動 負 債 6,445
支 払 手 形 9
電 子 記 録 債 務 432
営 業 未 払 金 2,891
１年内返済予定の長期借入金 1,233
リ ー ス 債 務 51
未 払 金 329
未 払 費 用 405
未 払 法 人 税 等 378
未 払 消 費 税 等 244
預 り 金 42
賞 与 引 当 金 235
設 備 関 係 電 子 記 録 債 務 60
そ の 他 130

固 定 負 債 8,400
長 期 借 入 金 7,372
リ ー ス 債 務 188
長 期 未 払 金 33
長 期 預 り 保 証 金 129
退 職 給 付 引 当 金 577
資 産 除 去 債 務 99

負 債 合 計 14,846
（ 純 資 産 の 部 ）
株 主 資 本 20,910

資 本 金 1,284
資 本 剰 余 金 1,110
資 本 準 備 金 1,070
そ の 他 資 本 剰 余 金 40

利 益 剰 余 金 18,566
利 益 準 備 金 90
そ の 他 利 益 剰 余 金 18,475
別 途 積 立 金 6,298
繰 越 利 益 剰 余 金 12,176

自 己 株 式 △　51
評 価 ・ 換 算 差 額 等 103

その他有価証券評価差額金 103
純 資 産 合 計 21,014

資 産 合 計 35,860 負 債 ・ 純 資 産 合 計 35,860

貸　借　対　照　表
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損益計算書

（2025年
2026年

４月
３月

１
31

日から
日まで）

（単位：百万円）
科 目 金 額

営 業 収 益 44,825
営 業 原 価 41,155
営 業 総 利 益 3,670
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,087
営 業 利 益 2,582
営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 123
補 助 金 収 入 16
受 取 保 険 金 11
保 険 配 当 金 9
そ の 他 23 185
営 業 外 費 用
支 払 利 息 77
そ の 他 3 80

経 常 利 益 2,687
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 5
投 資 有 価 証 券 売 却 益 35 41

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損 1
固 定 資 産 除 却 損 15 16

税 引 前 当 期 純 利 益 2,711
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 706
法 人 税 等 調 整 額 △　2 703
当 期 純 利 益 2,008

損　益　計　算　書
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株主資本等変動計算書

（2025年
2026年

４月
３月

１
31

日から
日まで）

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合 計資 本

準 備 金
その他
資 本
剰余金

資本剰余
金 合 計

利 益
準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金 利 益 剰 余 金
合 計別途積立金 繰 越 利 益

剰 余 金
当 期 首 残 高 1,284 1,070 33 1,104 90 6,298 10,893 17,282 △　53 19,618
事業年度中の変動額
剰余金の配当 △　724 △　724 △　724
当 期 純 利 益 2,008 2,008 2,008
自己株式の処分 2 2
自己株式処分差益 6 6 6
株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 － － 6 6 － － 1,283 1,283 2 1,291
当 期 末 残 高 1,284 1,070 40 1,110 90 6,298 12,176 18,566 △　51 20,910

評価・換算差額等
純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 124 124 19,742
事業年度中の変動額
剰余金の配当 △　724
当 期 純 利 益 2,008
自己株式の処分 2
自己株式処分差益 6
株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

△　20 △　20 △　20

事業年度中の変動額合計 △　20 △　20 1,271
当 期 末 残 高 103 103 21,014

株主資本等変動計算書

－ 30 －
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連結計算書類に係る会計監査報告

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 溝 　 静 太 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 弓 削 亜 紀 ㊞

独立監査人の監査報告書
2026年５月８日

遠州トラック株式会社
取締役会　御中

有限責任　あずさ監査法人　大阪事務所

　監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、遠州トラック株式会社の2025年４月１日から2026年３月31

日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連
結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、遠
州トラック株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重
要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ
る当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ
る職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連
結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示すること

にある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記

載内容に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内

容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、その
ような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するため
に経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるか
どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示す
る必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類に係る会計監査報告

－ 31 －
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連結計算書類に係る会計監査報告

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明す
ることにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者
の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と
しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立
案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査
証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関
連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ
き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論
付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に
注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対し
て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい
ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど
うかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引
や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手
するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関
して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場
合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行
う。
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 溝 　 静 太 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 弓 削 亜 紀 ㊞

独立監査人の監査報告書
2026年５月８日

遠州トラック株式会社
取締役会　御中

有限責任　あずさ監査法人　大阪事務所

　監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、遠州トラック株式会社の2025年４月１日から2026年

３月31日までの第61期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記
表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該
計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ
る当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における
職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立
しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ
適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示すること

にある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容

と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよう
な重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告す

ることが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどう
かを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必
要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。

計算書類に係る会計監査報告

－ 33 －
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計算書類に係る会計監査報告

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明するこ
とにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思
決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と
しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立
案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査
証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の
実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関
連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、
継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け
る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を
喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項
付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、
将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう
かとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計
事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場
合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行
う。
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査役会は、2025年４月１日から2026年３月31日までの第61期事業年度の取締役の職務
の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、監査役全員の一致した意
見として本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に

ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告
を受け、必要に応じて説明を求めました。

⑵　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に
従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の
環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な
事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会
社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業
の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す
るための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するた
めに必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関
する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）
について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受
け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③　事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第５号イの留意した事項及び同号ロ
の判断及び理由については、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容に
ついて検討を加えました。

④　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証
するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するた
めの体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めま
した。

監査役会の監査報告

－ 35 －
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監査役会の監査報告

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表)及びその附属明細書並びに連結計
算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）につ
いて検討いたしました。

２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は
認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘す
べき事項は認められません。

④　事業報告に記載されている親会社等との取引について、当該取引をするに当たり当社の
利益を害さないように留意した事項及び当該取引が当社の利益を害さないかどうかについ
ての取締役会の判断及びその理由について、指摘すべき事項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任　あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任　あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

常勤監査役 佐 野 明 人 ㊞
監 査 役 本 間 誠 司 ㊞
社外監査役 小 林 　 充 ㊞
社外監査役 嶋　口　ゆかり ㊞

2026年５月８日

遠州トラック株式会社　監査役会

　
以　上

－ 36 －
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地図

会　　　　場

交通のご案内

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

第61回定時株主総会会場ご案内図

袋井新産業会館キラット　あきはホール（２階）
静岡県袋井市高尾1129-1
TEL 0538-31-2961

■JR袋井駅から →　秋葉口（北口）　徒歩１分
■国道１号線から →　袋井警察署のある交差点を南へ３分
■無料駐車場から →　徒歩５分（300ｍ）

JR袋井駅

ローソン

至 浜松

至 磐田 至 愛野

至 掛川JR東海道本線

駅 前
ロータリー

〒

スルガ銀行

市営駐車場
駐輪場

袋井駅前観光案内所

静岡銀行
至 

森
町

西
通
り

東
通
り

至 

袋
井
警
察
署

Ｎ

袋井新産業会館キラット
あきはホール（２階）

無料駐車場
（数に限りがございます）

P

●車いすでのご来場の方には、会場内に専用スペースを設けておりますので、当日受付時にお申し出ください。


